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 総 務 課  
 

１ 本庁舎の概要 

  庁舎の概要は次のとおりである。 

⑴ 着 工  昭和39年２月１日 

⑵ 竣 工  昭和40年11月30日 

⑶ 総 工 費    617,572,700円 

⑷ 構 造  鉄筋コンクリート造 地下１階、地上５階、塔屋２階 

⑸ 敷 地 面 積    12,686.004㎡ 

⑹ 建 築 面 積     3,548.767㎡ 

⑺ 床 面 積  延 14,169.027㎡ 

⑻ 庁舎前駐車場  面積   1,118㎡ 収容台数（普通乗用車）57台 

⑼ 庁舎正面駐車場  面積    673㎡ 収容台数（普通乗用車）24台 

⑽ 庁舎前庭面積     2,559.75㎡ 

 

２ 防災庁舎の概要 

庁舎の概要は次のとおりである。 

⑴ 着 工  平成25年９月24日 

⑵ 竣 工  平成27年３月11日 

⑶ 総 工 費   3,140,067,300円 

⑷ 構 造  鉄筋コンクリート造 地上５階、２－３階 中間免震 

⑸ 敷 地 面 積     2,913.68㎡ 

⑹ 建 築 面 積      1,740.54㎡ 

⑺ 床 面 積  延  7,194.68㎡ 

⑻ 駐 車 場  収容台数（普通乗用車）81台  

 

３ 阿寒町行政センターの概要 

  平成17年10月11日の３市町合併により、旧阿寒町役場を行政センターとして使用 

⑴ 着    工  昭和47年５月23日 

⑵ 竣    工  昭和48年６月23日 

⑶ 総  工  費    179,684,000円 

⑷ 構    造  鉄筋コンクリート陸屋根 地下１階、地上３階 

⑸ 敷 地 面 積     1,750.88㎡ 

⑹ 建 築 面 積      750.33㎡ 

⑺ 床 面 積  延  2,634.21㎡ 

⑻ 駐 車 場  面積 2,110.87㎡ 収容台数（普通乗用車）119台 

⑼ 庁舎前庭面積 12,543.20㎡ 

 

４ 音別町行政センターの概要 

  庁舎の概要は次のとおりである。 

⑴ 着    工  平成25年９月24日 

⑵ 竣    工  平成26年10月８日 

⑶ 総 工 費     605,578,000円 

⑷ 構    造  ＲＣ造 一部鉄骨鉄筋コンクリート造 地上３階 

⑸ 敷 地 面 積          3,590.80㎡ 

⑹ 建 築 面 積       547.42㎡  

⑺ 床  面  積    延  1,497.54㎡ 

⑻ 駐 車 場  面積   364.91㎡ 収容台数（普通乗用車）15台 
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 防 災 危 機 管 理 課  
 

１ 市の防災危機管理体制 

⑴ 釧路市防災会議（平成17年11月15日設置） 

ア 構成委員数    41名 

イ 釧路市地域防災計画（平成19年２月23日策定） 

地震災害等対策編、津波災害対策編、風水害等対策編及び資料編の４編から構成されている。 

ウ 釧路市水防計画（平成19年２月23日策定） 

⑵ 釧路市国民保護協議会（平成18年７月26日設置） 

ア 構成委員数    36名 

イ 釧路市国民保護計画（平成19年１月29日策定） 

 ⑶ 雌阿寒岳火山防災協議会（平成28年３月25日設置） 

ア 構成委員数   44名 

イ 雌阿寒岳火山防災計画（平成14年９月２日策定） 

⑷ 災害情報の伝達 

ア 防災行政無線（固定系・デジタル） 

平成19～21年度に整備 

基地局１、中継局２、屋外子局119、個別受信機503 

イ 防災行政無線（移動系・アナログ） 

釧路地区昭和63年、阿寒地区平成元年、音別地区平成３年に整備 

基地局４、遠隔制御局18、移動局204 

ウ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＡＲＴ） 

国民保護、緊急地震速報、津波予報、火山噴火に関する国からの緊急情報を衛星経由で受信し、固

定系防災行政無線及びＦＭコミュニティラジオに連動させて、自動発信する。 

エ 衛星携帯移動電話 

市が28台を用意し、防災関係機関、拠点病院等に配備 

オ ＦＭコミュニティラジオによる防災情報放送 

災害時 災害情報や被災情報など市民の安全安心に寄与する放送 

通常時 オリジナル防災情報など市民の防災力向上につながる放送 

カ 広報車 

広報機器搭載車両64台（釧路地区59台、阿寒地区２台、音別地区３台）、消防広報車９台 

⑸ 防災体制の強化 

ア 広域避難場所及び津波避難施設等を市民に周知するため標識・看板を設置 

イ ハザードマップの作成 

(ｱ) 津波ハザードマップ 

(ｲ) 新釧路川洪水ハザードマップ 

(ｳ) 内水ハザードマップ 

(ｴ) 雌阿寒岳ハザードマップ 

(ｵ) 地震災害ハザードマップ 

(ｶ) 土砂災害ハザードマップ 

 

ウ 災害用備蓄資機材 

防災庁舎、湿原の風アリーナ釧路、市内５小・中学校、緑ケ岡コミュニティ消防センター、夜間急

病・児童発達支援センタービル、阿寒町行政センター、阿寒湖まりむ館、音別町行政センター、音別

コミュニティセンター及び音別文化会館の備蓄資材庫並びに津波避難施設に災害用資機材等を備蓄 

エ 災害に関する協定の締結（78事業所等） 
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 契 約 管 理 課  

 

１ 公共工事の入札及び契約の適正化の推進 

公共工事の品質確保に不可欠な担い手の中長期的な育成・確保を主な目的として、「公共工事の入札及び

契約の適正化の促進に関する法律（平成27年４月１日一部改正）」、「建設業法（平成27年４月１日一部改正）」

及び「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成26年６月４日一部改正）」（担い手３法）が施行され、

次の取り組みを行っている。 

⑴ 工事入札参加資格申請の主観的事項の数値の加算（除雪事業への協力、修繕等当番業務への協力、釧

路市消防団員の雇用、災害協定の締結、地域貢献ボランティア活動、若年者の雇用、女性技術者・技能

者の雇用など） 

⑵ ゼロ市債（建設工事早期発注・発注平準化）事業の導入 

件数 発注済額 備考 

23 258,768,000円  

⑶ 低入札調査基準価格の引き上げ（直接工事費の額に乗ずる割合 9.5／10→9.7／10） 

 

２ 建設協議会 

建設行政に関し、緊密な連絡をとり総合的運営を図ることを目的として、釧路市建設協議会を設けてい 

る。 

総務、都市整備、水産港湾空港、上下水道の各部長並びに、契約管理課長及び工事設計指導主幹で組織 

され、契約管理課がその庶務にあたっている。 

協議会には、資格審査、指名、賞罰審査、資材単価、談合情報調査、情報公開、連絡調整の各部会があ 

り、業者の資格審査、選定、賞罰等に関することを審議している。 

 

３ 建設工事等入札参加資格登録業者一覧表 

年度 

 

区分 

29 年度 

工   種   別   登   録   業   者   数 

土

木 

建

築 

舗

装 

電

気 
管 

水

道 

機

械 

塗

装 

造

園 

設

計 

測

量 

調

査 
計 

登

録

業

者

数 
市内 190 75 66 23 25 36 ８ 15 16 14 25 19 16 338 

市外 782 203 133 77 192 167 ２ 131 39 17 262 140 135 1,498 

計 972 278 199 100 217 203 10 146 55 31 287 159 151 1,836 

  ※工種別登録業者数は、登録業者が複数工種を申請するため、計は不一致となる 

 

４ 平成 28 年度業種別契約状況一覧表        (単位：件、千円) 

区分 

業種別 

件 数 
金  額 

市内 市外 計 

土 木 108 ４ 112 1,982,578 

建 築 79 １ 80 3,609,627 

舗 装 53 22 75 536,107 

電 気 40 14 54 2,363,306 

管 69 １ 70 1,170,708 

水 道 45 ０ 45 740,212 

機 械 器 具 37 ４ 41 628,117 

塗 装 ７ ０ ７ 142,787 
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造 園 19 ０ 19 139,218 

設 計 30 36 66 485,314 

測 量 ９ １ 10 60,685 

調 査 22 １ 23 84,121 

計 518 84 602 11,942,780 

 

 

５ 平成 28 年度物品購入（製造・販売）契約状況             (単位：件、千円) 

業者区分 

購入区分 

件 数 
金  額 

市 内 準市内 市 外 計 

報 償 費 － － － － － 

需 用 費 84 19 ５ 108 101,601 

原 材 料 費 ８ － － ８ 7,229 

備 品 購 入 費 57 31 １ 89 182,872 

計 149 50 ６ 205 291,702 

 

６ 小規模修繕事業者登録業者一覧表 

⑴ 登 録 業 者 数 46 事業者（法人 32 個人 14） 

⑵ 工種別登録業者数 延べ 144 工種 

大 工     18 塗 装     13 屋 根      ６ 機械設備     ４ 

左 官          ５ 内装仕上    16 管        ９ 電気通信設備     ２ 

建 具     13 ガラス     ６ タイル・れんが  ３ 機 器      ５ 

電 気     ５ とび・土工   ９ 舗 装       ６ 外 柵      ６ 

板 金     ４ 石積等          ３ 防 水      ３ その他      ８ 

 ※工種別登録業者数は、登録業者が複数工種を申請するため、計は不一致となる 

 

７ 平成28年度の審査・検査業務実績                  (単位：件) 

業    種 土  木 建  築 電  気 管 機  械 合   計 

設計審査 69 22 15 16 ４ 126 

工事検査 57 30 18 18 ７ 130 

  ※工事検査は、中間検査、部分払い検査、部分使用検査を含む 

 

８ 積算情報に関する取り組み 

情報化技術の進歩は著しく、あらゆる分野でのシステム化が盛んに行われており、公共事業においても 

パソコンのシステム化による積算業務の効率化、適性化が積極的に進められている。 

このような状況から市は北海道建設部と共同で工事費積算システムを導入し、業務の効率化を推進する 

とともに、例年積算担当者に配布している積算資料の軽減化（ペーパーレス化）を図っている。 

今後は、積算システムの効率的な監理や工事に必要な資材単価の迅速な決定、積算業務で抱える課題の

解決（連絡調整委員会の運営）を行い更なる適正化・効率化を図る。 
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９ 市有車両保有状況         (平成 29 年４月１日現在) 

車  種 

 

 

所 属（部･課） 

普
通
乗
用
車 

小
型
乗
用
車 

乗 

合 

バ
ス 

小
型
貨
物
車 

普
通
貨
物
車 

特
種
自
動
車 

特
種
塵
芥
車 

特
種
消
防
車 

特
種
救
急
車 

大

型

特

殊 

小

型

特

殊 

軽
四
自
動
車 

原
付
自
転
車 

合
 

 

計 

総 

務 

防 災 危 機 - - - - - - - - - - １ - - １ 

契 約 管 理 ７ ８ - ７ - - - - - - - 27 - 49 

市
民
環
境 

市 民 生 活 - ２ - - - - - - - - - - - ２ 

環 境 保 全 - - - １ １ - - - - - - - - ２ 

環 境 事 業 １ ２ - ８ ４ - ４ - - １ - ４ - 24 

福    

祉  
 
 
 

地 域 福 祉 - １ - - - - - - - - - - - １ 

障 が い 福 祉 - - - - - - - - - - - １ - １ 

介 護 高 齢 - - - - - - - - - - - ８ - ８ 

こ
ど
も 

保 

健 

児童発達支援ｾﾝﾀｰ - ２ - - - - - - - - - ４ - ６ 

産
業 

振
興 

農 林 １ ２ - ４ １ - - - - ２ ８ - - 18 

商 業 労 政 - - - - - - - - - - - １ - １ 

水
産
港
湾 

空 
 

港 

水 産 １ ２ - １ - - - - - - - - - ４ 

港湾空港振興 - ２ - ２ - - - - - - - - - ４ 

港 湾 計 画 - ２ - １ - - - - - - - - - ３ 

都
市
整
備 

公 園 緑 地 - - - ２ - - - - - - - - - ２ 

住 宅 - - - ３ - - - - - - - １ - ４ 

道 路 河 川 １ - - ２ - １ - - - - - - - ４ 

道路河川(建設) - - - ３ - - - - - - - - - ３ 

道路維持事業所 ２ - - １ ５ ６ - - - 16 １ ２ - 33 

他 
 
 

 
 

機 
 
 

 
 

関 

教 育 委 員 会 １ ３ １ ５ - - - - - - １ ８ ４ 23 

議 会 - - １ - - - - - - - - - - １ 

水 道 ３ １ - ５ - ３ - - - - - ７ - 19 

下 水 道 - １ - 10 - ２ - - - - - １ - 14 

市 立 病 院 ２ ２ - - - - - - ２ - - ３ - ９ 

消 防 ３ - - １ - - - 51 ６ - ２ - - 63 

消 防 白 糠 - - - - - - - ５ ２ - - - - ７ 

消 防 阿 寒 - - - - - - - 15 ３ - - - - 18 

消 防 音 別 - - - - - - - ７ １ - - - - ８ 

阿寒町行政ｾﾝﾀ  ー ２ 14 １ 12 １ ３ - - - - - ４ - 37 

音別町行政ｾﾝﾀ  ー ４ 13 ６ ５ ３ ２ - - - ４ ３ ５ - 45 

合       計 28 57 ９ 73 15 17 ４ 78 14 23 16 76 ４ 414 

 

産
業 
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 情 報 シ ス テ ム 課  

１ コンピュータ事務処理運用状況 

⑴ 戸籍システム 

業 務 名 稼 働 年 月 日 業 務 名 稼 働 年 月 日 

戸 籍 総 合 シ ス テ ム 平成 23 年  ２月   

⑵ 共通基盤システム 

利 用 者 認 証 シ ス テ ム 平成 23 年  ２月 稼 働 状 況 監 視 シ ス テ ム 平成 24 年  ４月 

業 務 シ ス テ ム 関 連 系 平成 24 年  ２月 印 刷 帳 票 管 理 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 

総合バックアップシステム 平成 24 年  ４月 外 字 管 理 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 

統 合 Ｅ Ｕ Ｃ シ ス テ ム 平成 24 年  ４月   

⑶ 住民記録系システム 

住 基 ネ ッ ト 平成 14 年  ８月 国 民 年 金 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 

住 民 記 録 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 選 挙 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 

印 鑑 登 録 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 就 学 シ ス テ ム 平成 24 年  ７月 

⑷ 税・収納系システム 

固 定 資 産 税 シ ス テ ム 平成 23 年 12月 国 民 健 康 保 険 シ ス テ ム 平成 24 年  ４月 

個 人 市 民 税 シ ス テ ム 平成 24年  １月 収 納 管 理 共 通 シ ス テ ム 平成 24 年  ４月 

法 人 市 民 税 シ ス テ ム 平成 24年  ３月 収 納 管 理 シ ス テ ム 平成 24 年  ６月 

軽 自 動 車 税 シ ス テ ム 平成 24年  ４月 税 滞 納 管 理 シ ス テ ム 平成 24 年  ６月 

宛 名 管 理 シ ス テ ム 平成 24年  ４月   

⑸ 福祉系システム 

生 活 保 護 シ ス テ ム 平成 16 年   10月 健 康 管 理 シ ス テ ム 平成 24 年  ４月 

児 童 手 当 平成 17 年   10月 介 護 保 険 平成 24 年  ５月 

児 童 扶 養 手 当 平成 18 年  ４月 総合福祉・高齢者福祉ｼｽﾃﾑ 平成 24 年  ８月 

後 期 高 齢 者 医 療 平成 20 年  ４月 総合福祉・障害者福祉ｼｽﾃﾑ 平成 24 年  ８月 

保 育 料 平成 24 年  ４月 医 療 給 付 平成 24 年  ９月 

教 育 （ 就 学 援 助 ） 平成 24 年  ９月 奨 学 金 平成 24 年  ９月 

⑹ 内部管理系システム 

工 事 評 定 平成 14 年  ７月 人 事 給 与 平成 25 年  １月 

口 座 振 替 平成 24 年  ４月 備 品 管 理 平成 25 年  ４月 

財 務 会 計 平成 24 年   10月 工 事 契 約 平成 25 年  ４月 

秘 書 シ ス テ ム 平成 25 年 ３月   

⑺ 利用者管理系システム 

水道料金滞納管理システム 平成 17 年  ６月 上 下 水 道 料 金 平成 24 年   10月 

給 水 工 事 業 務 シ ス テ ム 平成 20 年  ４月 下 水 道 受 益 者 負 担 金 平成 24 年   10月 

住 宅 使 用 料 平成 24 年  ４月 し 尿 処 理 手 数 料 平成 24 年  ８月 

畜 犬 登 録 平成 24 年  ９月   

⑻ 既存システム連携調整 

再構築対象外業務との連携システム 平成 24 年 12 月 

⑼ システム管理委託（アウトソーシング） 

印 刷 業 務 平成 24 年  ４月 保 守 業 務 平成 25 年  ４月 

 

２ 庁内ＬＡＮ稼働状況 

⑴ 平成 24 年 10 月 グループウェア更新 

⑵ 平成 27 年  ９月 釧路市役所本庁舎ＬＡＮ配線整備 

⑶ 平成 28 年  １月 仮想アプリケーション基盤構築 

⑷ 平成 28 年  １月 システム間ファイアウォール整備 
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３ ＯＡ機器設置状況               (平成 28 年４月１日現在) 

設置部名 パソコン 設置部名 パソコン 

総 務 部 258 台 上 下 水 道 部 183 台 

総 合 政 策 部 101 台 消 防 本 部 120 台 

市 民 環 境 部 186 台 市 立 病 院 23 台 

福 祉 部 260 台 教 育 委 員 会 85 台 

こ ど も 保 健 部 198 台 選 挙 管 理 委 員 会 7 台 

産 業 振 興 部 72 台 監 査 事 務 局 7 台 

水 産 港 湾 空 港 部 43 台 議 会 事 務 局 12 台 

都 市 整 備 部 124 台 農 業 委 員 会 12 台 

阿寒町行政センター 109 台 会 計 室 13 台 

音別町行政センター 61 台   

合              計 1,874 台 

  ※こども保健部については児童館、上下水道部については浄水ＬＡＮ接続パソコン、消防については通

信指令ＬＡＮ接続パソコンを除く。 

  教育委員会については小・中・高等学校の教育用のパソコンおよび図書館ネットワーク用のパソコン 

 を除く。 

  市立病院については病院ＬＡＮ接続パソコンを除く。 

  

４ 地域情報化への取り組み 

⑴ 釧路市高度情報化計画 

平成17年10月11日の合併によりスタートした釧路市における地域情報化の方向性を明確にするため、 

市民委員による釧路市高度情報化審議会の基本方針に関する答申を基に、平成19年３月に策定した。 

ア ニーズにあった情報提供 

(ｱ) 情報提供等の充実と市民参加のための広報広聴手段の整備 

(ｲ) 健康・安心・安全への取り組み 

イ 有用な電子自治体の実現 

(ｱ) 電子自治体の実現とアウトソーシングの検討 

ウ 産業再生、創生 

(ｱ) ＩＴ企業、コールセンターの誘致 

(ｲ) 教育（学校ネットワーク整備、情報教育の推進） 

(ｳ) 産学官の共同取組の検討 

 

５ 地域イントラネット基盤施設整備事業 

⑴ 平成18年３月  40施設間光回線ネットワーク稼動（防災カメラを含む）議会中継システム稼動 

⑵ 平成18年４月  行政情報提供システム、防災情報提供システム稼動 

⑶ 平成18年12月  23施設間光回線ネットワーク稼働 

⑷ 平成19年４月  図書館システム、観光情報提供システム稼動 

⑸ 平成24年10月  ホームページ公開用ネットワーク更新 

⑹ 平成26年12月  地域イントラネット機器の更新 

⑺ 平成27年３月  防災庁舎ネットワーク構築 

⑻ 平成28年３月  防災カメラネットワークセキュリティ強化 
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 職 員 課  

 

１ 職員の採用・退職状況（平成28年４月～平成29年３月） 

職  種 採用人員 退職人員 

総 合 職 39 １ 

事 務 職 ─ 32 

技 術 職 ─ 21 

保 育 職 ５ ２ 

保健師・助産師 ２ ６ 

労 務 職 ─ ０ 

教 育 職 ─ ２ 

消 防 職 17 14 

医 師 職 28 26 

看 護 師 39 38 

医療技術職 12 ８ 

※平成23年度採用試験（平成24年４月採用）より総合職を実施 

 

２ 定年制 

⑴ 一般の職員 年齢60歳 

医師および歯科医師 年齢65歳 

⑵ 定年退職日 ３月31日 

⑶ 勤務延長（その職員の退職により、公務の運営に著しい支障が生ずるとき） 

延長期間 １年（最高３年程度） 

 

３ 特別職の給料・報酬 

職 名 給料等 職 名 給料等 

市     長 965,000円 
建 築 審 査 会 

会   長 （日額） 6,600円 

副  市  長 800,000円 委   員 （日額） 6,200円 

教  育  長 710,000円 国民健康保険運営協議会委員 （日額） 5,700円 

公営企業管理者 690,000円 

介護認定審査会 

会   長 
（１回）16,900円 

教 育 委 員 会 委   員 97,000円 合議体の長 

選挙管理委員会 
委 員 長 59,000円 委   員 （１回）12,000円 

委   員 47,000円 
障害支援区分等 

審  査  会 

会   長 
（１回）16,900円 

農 業 委 員 会 
会   長 59,000円 合議体の長 

委   員 47,000円 委   員 （１回）12,000円 

公 平 委 員 会  

委 員 長 59,000円 
いじめ防止対策

委 員 会※１ 

委 員 長 （日額）16,900円 

委   員 47,000円 
委員及び特別

委員 
（日額）12,000円 

監 査 委 員  

知識(常勤) 690,000円 専門委員※２ （日額） 5,000円 

〃(非常勤) 160,000円 附属機関委員※２ （日額） 5,000円 

市議(非常勤) 59,000円   

固定資産評価 

審 査 委 員 会 

委 員 長 （日額）6,600円 

委   員 （日額）6,200円 

※１ いじめ防止対策推進法に規定する重大事態に係る事実確認を明確にするための調査を行う場合に限る 

※２ ３時間以内の場合 （日額） 2,500円 

４ 職員の給与等 

⑴ １人あたりの月平均給料および職員の平均年齢（特別職を除く） 

平 均 給 料 318,180円 

平 均 年 齢 43歳４か月 
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⑵ 初任給（行政職） 

高 校 卒 146,100円 

短 大 卒 158,800円 

大 学 卒 178,200円 

⑶ 期末・勤勉手当（非管理職の支給割合） 

区分 

月 
期末 勤勉 

６ 122.5／100 85／100 

12 137.5／100 85／100 

計 260／100 170／100 

⑷ 管理職手当（各部局別職員数） 

職名 月額 
人 員 

市長 水道 消防 釧路病院 教育 議会他 計 

部 長 
 73,800円(55歳未満) 

 72,693円(55歳以上) 
15 １ １ ３ ３ ２ 25 

部 次 長 
 59,400円(55歳未満) 

 58,509円(55歳以上) 
24 ３ ６ ８ ４ １ 46 

課 長 
 52,200円(55歳未満) 

 51,417円(55歳以上) 
71 ９ 18 31 19 ６ 154 

課 長 補 佐  43,700円 167 23 40 40 25 ３ 298 

⑸ 退職手当 

退職手当は、勤続年数と退職事由に応じて算出される基本額と在職中の給料月額に応じた調整額との 

合算額が支給される。 

ア 基本額 退職日の給料月額に次に掲げる退職事由別の割合を乗じて得た額 

区 分 
勤続年数（割合は１年につき） 

１-10 11-15 16-20 21-25 26-30 31-34 35以上 

退
職
事
由 

普通退職 100/100 110/100 160/100 200/100 160/100 120/100 

長期勤続 125/100 137.5/100 200/100※ － 

整理退職 150/100 165/100 180/100 105/100 

※「長期勤続」における「200/100」の適用期間は16年以上24年以下 

※退職した者に対する退職手当の基本額は、100分の87を乗じて得た額とする 

イ 調整額 在職中の給料月額のうち高いものから60月分を次に掲げる区分に当てはめ積算した額 

区  分 第１号区分 第２号区分 第３号区分 第４号区分 第５号区分 第６号区分 

調整月額 54,150円 43,350円 32,500円 27,100円 21,700円 ０円 

 

５ 旅費規定表 

級 職 名 
宿 泊 

日  当 
北海道内 北海道外 

１ 市長・議長・副議長 13,400円 14,600円 3,100円 

２ 
副市長・議員・消防長・常勤監査委員・公営企業管

理者・市立釧路総合病院長・教育長 
13,000円 14,200円 3,000円 

３ 

部長・部次長・課長・課長補佐・市立釧路総合病院、

市立釧路国民健康保険阿寒診療所及び市立釧路国

民健康保険音別診療所の医師 

11,100円 12,100円 2,600円 

４ 上記以外の職員 11,100円 12,100円 2,400円 

※４級の職員が１、２級の出張者に随行する場合は、随行旅費として３級旅費を支給する 

※宿泊料については、上記金額を上限とし現に要する額を支給する 
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６ 職員の福利厚生 

⑴ 福利厚生 

市は、相互扶助の精神に基づき生活の安定と教養の向上ならびに会員の親睦、福利等を図ることを目 

的として、市職員をもって組織されている福利厚生会に補助金を支出し、各種福利厚生事業を行ってい 

る。なお、平成28年度補助金は１人あたり3,000円、総額4,596千円（前年度3,000円、総額4,623千円） 

である。 

ア レクリェーション、文化、体育事業 

⑵ 職員の健康管理 

ア 職員の健康保持および健康管理のため、28年度は定期健康診断等を実施した。 

イ 医務室の設置 

産業医１名（非常勤）、看護師１名を配置。（看護師は福利厚生会の嘱託職員として配置） 

診察・投薬については、月曜日または火曜日に消化器内科、金曜日（月１回）に循環器科の診察を 

行い、随時医師の指示による投薬、応急措置を行っている。 

ウ 医務室の利用状況（平成28年４月～平成29年３月） 

医師診療人数（延べ人数） 337人 

医務室利用人数（上記人数を除く） 1,740人 

計 2,077人 

⑶ 恩給支給状況 

釧路市恩給条例に基づく平成28年度の支給額は、4,192千円、３件、２名である。 
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７ 平成28年度職員研修実施状況 

 

研修名 実施月(１回の日数) 回数 受講者数 

 

基
礎
研
修 

新採用職員研修(前期) ４月(４日) １ 60 

新採用職員研修(後期) 10月(３日) １ 62 

スキルアップ研修 11月(２日) １ 28 

新任主査研修 ６月(２日) １ 33 

新任係長研修 ５月(２日) １ 40 

新任課長補佐研修 ４月(２日) １ 48 

マネジメント(課長職)研修 ５月(２日) １ 34 

コーチング研修(課長補佐) 10、11月(１日) ２ 20 

コーチング研修(専門員) 10、11月(１日) ２ 22 

基礎研修   計  11 347 

特
別
研
修 

市民協働政策形成研修 ９月(２日) １ 12(他町村11) 

情報セキュリティ研修（ｅラーニング） 10月から12月 １ 227 

特別研修   計 ２ 239 

派
遣
研
修 

北海道 平成28年度から２年間 １ (主事)１ 

北海道 平成27年度から２年間 １ 
(主査)１ 

(主事)１ 

北海道後期高齢者医療広域連合 平成28年度から３年間 １ (専門員)１ 

一般財団法人地域活性化センター 平成28年度から２年間 １ (主事)１ 

自治大学校第１部・第２部特別課程(第32期) 
 ９月から１月(通信研修) 

１月から２月(24日間) 
１ (課長補佐)１ 

市町村アカデミー 

 市町村税徴収事務 

 管理職をめざすステップアップ講座 

法令実務能力の向上Ｂ（応用） 

長期ビジョンの策定と実践 

 

７月(11日) 

８月(５日) 

11月から12月(11日) 

９月(２日)  

 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

(主査)１ 

(主査)１ 

(主事)１ 

(主査)１ 

国際文化アカデミー 

生活困窮者の自立支援 
７月(３日) １ (専門員)１ 

北海道市町村職員研修センター 

 税務事務（基礎）≪市町村民税課税≫ 

 政策形成基礎講座 

 自治体の契約事務 

 

７月(２日) 

９月(２日) 

11月(２日) 

１ 

１ 

１ 

(主事)１ 

(主事)１ 

(主査)１ 

北海道大学公共政策大学院 

 2016地方公務員向けサマースクール 
８月(２日) １ (主任)１ 

派遣研修   計 14 15 

総   計 27 601 
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 行 財 政 改 革 推 進 室  

 

１ 職員の条例定数と配置人員                    (単位：人) 

部    局 
平成28年４月 平成29年４月 

条例定数 配置人員 条例定数 配置人員 

市 長 の 事 務 部 局 の 職 員 

病 院 及 び 診 療 所 の 職 員 

上 下 水 道 部 の 職 員 

議 会 事 務 局 の 職 員 

選挙管理委員会事務局の職員 

監 査 事 務 局 の 職 員 

公 平 委 員 会 の 職 員 

農 業 委 員 会 の 職 員 

消 防 本 部 及 び 署 の 職 員 

教育委員会事務局の職員 

教育委員会所管の学校職員 

993 

860 

135 

12 

５ 

６ 

－ 

５ 

321 

151 

97 

966 

860 

135 

９ 

４ 

６ 

－ 

４ 

321 

143 

90 

995 

866 

135 

12 

５ 

６ 

－ 

５ 

321 

153 

89 

968 

866 

135 

９ 

４ 

６ 

－ 

４ 

321 

145 

82 

計 2,585 2,538 2,587 2,540 

 

２ 平成29年度行財政改革の取り組み 

⑴ 行政組織等の改革 

ア 組織改革等の内容 

    (ｱ) 職（参事）の新設 

ａ 都心部まちづくり担当部長を新設 

ｂ 東京事務所長を新設 
ｃ 観光振興担当部長を新設 

(ｲ) 職（参事）の廃止 

ａ 建築物防災参事を廃止 
ｂ 施設計画担当参事を廃止 

(ｳ) 職（所管次長）の新設 

ａ マリモ研究室長を新設 

(ｴ) 課の新設 

ａ 阿寒町行政センター阿寒湖アイヌ施策推進室を新設 

ｂ 生涯学習部国体推進室を新設 
ｃ 市立釧路総合病院事務部新棟建設推進室を新設 

(ｵ) 課の再編 

ａ 上下水道部総務課を総務課と経営企画課に分割再編 

ｂ 市立釧路総合病院事務部医事課を医療管理課に再編 

(ｶ) 課の廃止 

ａ 市立釧路総合病院事務部経営企画課を廃止 

(ｷ) 職（主幹）の新設 

ａ 証明サービス推進主幹を新設（市民環境部戸籍住民課） 

ｂ 阿寒観光活性化主幹を新設（産業振興部阿寒観光振興課） 

ｃ 農地再編推進主幹を新設（産業振興部農林課） 

ｄ 教育施設調整主幹を新設（学校教育部総務課） 

ｅ 予防主幹を新設（消防本部西消防署） 

ｆ 経営企画主幹を新設（市立釧路総合病院事務部医療管理課） 

(ｸ) 職（主幹）の名称変更 

 ａ 東主幹の名称を東分署主幹に変更（消防本部中央消防署） 

(ｹ) 職（主幹）の廃止 

ａ 高速道阿寒活性化主幹を廃止（阿寒町行政センター地域振興課） 
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ｂ マリモ研究室長を廃止（生涯学習部阿寒生涯学習課） 

ｃ 救急主幹を廃止（消防本部中央消防署、西消防署） 

ｄ 経営企画主幹を廃止（上下水道部総務課） 

ｅ 医療計画推進主幹を廃止（市立釧路総合病院事務部総務課） 

      (ｺ) 係の新設 

ａ 阿寒町行政センター阿寒湖アイヌ施策推進室に阿寒湖アイヌ施策推進担当を新設 

ｂ 上下水道部経営企画課に経営企画担当を新設 

ｃ 生涯学習部国体推進室に国体推進担当を新設 

ｄ 市立釧路総合病院事務部総務課に用度担当を新設 

ｅ 市立釧路総合病院事務部医療管理課に企画財務担当を新設 

ｆ 市立釧路総合病院事務部新棟建設推進室に新棟建設推進担当を新設 

      (ｻ) 係の再編 

ａ こども保健部国民健康保険課保険担当と賦課担当を保険担当に統合再編 

ｂ 市立釧路総合病院事務部総務課総務担当を総務担当と施設管理担当に分割再編 

ｃ 市立釧路総合病院事務部医事課医事担当を医療管理課診療情報管理担当に再編 

      (ｼ) 係の名称変更 

ａ 上下水道部総務課業務担当を総務担当に名称変更 

   (ｽ) 係の廃止 

ａ 上下水道部総務課財務担当を廃止 

ｂ 市立釧路総合病院事務部経営企画課経営企画担当と用度担当を廃止 

   (ｾ) その他 

ａ 駅周辺まちづくり業務の体制充実（総合政策部都市計画課） 

ｂ ごみ及び資源物の排出指導業務等の体制見直し（市民環境部環境事業課） 

ｃ 観光立国ショーケース推進業務等の体制充実（産業振興部観光振興室・阿寒観光振興課） 

ｄ 国営農地再編整備業務の体制充実（産業振興部農林課） 

ｅ 空家対策総合調整業務の体制充実（都市整備部建築指導課） 

 

イ 組織機構の状況 

 市長部局 全部局 

部 課 係 部 課 係 

平成28年度機構 11 65 107 16 105 200 

行 政 

改 革 

増 ０ ２ ５ ０ ４ ７ 

減 ０ １ ３ ０ １ ４ 

平成29年度機構 11 66 109 16 108 203 

※市長部局には、市立釧路総合病院を含む 

 

⑵ 職員定数の見直し 

ア 平成29年度部局別配置定数の状況              (単位：人) 

区分 
平成28年度 

配 置 定 数 

増 減 数 平成29年度 

配 置 定 数 減員 増員 差引 

市 長 部 局 966 13 15 ２ 968 

病院・診療所 860 ２ ８ ６ 866 

上下水道部 135 １ １ ０ 135 

小 部 局 23 － － － 23 

消 防 321 － － － 321 

教 育 233 10 ４ △６ 227 

計 2,538 26 28 ２ 2,540 
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イ 平成29年度行財政改革定数増減内訳                       (単位：人) 

  減員 増員 

部・課名等 事由 部・課名等 事由 

市 

 

長 

 

部 

 

局 

総務部情報シ

ステム課 

社会保障・税番号制度導入業

務の体制見直し    △１ 

総合政策部都市

計画課 

駅周辺まちづくり業務の体

制充実         １ 

総務部市民税

課 

税情報の電子データ化等に

伴う体制見直し    △１ 

こども保健部こ

ども支援課 

手当関係業務等の体制充実 

          １ 

市民環境部環

境事業課 

ごみ及び資源物の排出指導

業務等の体制見直し  △５ 

産業振興部 観光振興担当部長（参事職）

の新設         １ 

福祉部生活福

祉事務所 

ケースワーク業務（一般世

帯）の体制見直し    △２ 

産業振興部観光

振興室 

観光立国ショーケース推進

業務等の体制充実    ２ 

福祉部臨時・

特例給付金対

策室 

給付金支給業務の体制見直

し          △１ 

産業振興部阿寒

観光振興課 

観光立国ショーケース推進

業務等の体制充実    ４ 

こども保健部

こども育成課 

給食調理業務の体制見直し 

           △１ 

産業振興部農林

課 

国営農地再編整備業務の体

制充実         １  

産業振興部 観光振興監による観光振興

室長事務取扱い（管理職１人

の減）        △１ 

都市整備部建築

課 

学校教育部総務課施設担当

から大型建設工事業務と定

数２人を移行      ２ 

都市整備部音

別建設課 

道路維持補修業務等の体制

見直し        △１ 

都市整備部建築

指導課 

空家等対策総合調整業務の

体制充実        １ 

 阿寒町行政セン

ター阿寒湖アイ

ヌ施策推進室 

阿寒湖アイヌ施策推進室の

新設（課長職１人の増） １ 

阿寒湖アイヌ施策推進担当

の新設（１人体制）   １ 

病
院
・ 

診
療
所 

市立釧路総合

病院事務部 

施設計画担当参事の廃止（参

事職１人の減）       △１ 

市立釧路総合病

院事務部医療管

理課 

企画財務業務の体制充実 １ 

市立釧路総合

病院事務部経

営企画課 

経営企画課の廃止（課長職１

人の減）       △１ 

市立釧路総合病

院事務部新棟建

設推進室 

新棟建設推進室の新設（課長

職１人の増）      １ 

 新棟建設業務の体制充実 ３ 

市立釧路総合病

院医療技術部リ

ハビリテーショ

ン科 

リハビリ業務の体制充実 ３ 

上 

下 

水
道
部 

総務課 経営企画主幹の廃止（主幹職

１人の減）      △１ 

総務課 総務課を総務課と経営企画

課に分割再編（課長職１人の

増）          １ 

教
育
委
員
会 

学校教育部総

務課 

 

都市整備部建築課建築担当

へ大型建設工事業務と定数

２人を移行      △２ 

生涯学習部国体

推進室 

国体推進室の新設（課長職１

人の増）         １ 

国体推進担当の新設（３人体

制）           ３ 

学校教育部学

校 

事務補業務の体制見直し 

       △４ 

 

用務員業務の体制見直し 

       △４ 

計                  △26 28 

差引増減 ２ 
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 市 民 税 課 ・ 資 産 税 課 ・ 納 税 課  

 

１ 平成29年度市税税率及び予算                         (単位:千円、％) 

税    目 税          率 当初予算 構成比 

市 民 税 

     均 等 割  3,500円  

     所 得 割  2.4/100～6/100 

     均 等 割   60,000円～3,600,000円 

     法人税割  12.1/100 

9,171,401 43.9 

固 定 資 産 税 1.4/100(阿寒湖温泉地区政府登録ホテル・旅館1.2/100） 8,132,229 38.9 

軽 自 動 車 税 1,000円～12,900円 357,507 1.7 

市 た ば こ 税 1,000本につき5,262円(旧３級品3,355円) 1,702,897 8.1 

鉱 産 税 1/100 (鉱物価格が１か月200万円以下の場合0.7/100) 24,064 0.1 

入 湯 税 

１泊250円（国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテ

ル・旅館以外の宿泊者は150円）日帰り90円 団体１泊

70円･日帰り40円 

163,501 0.8 

都 市 計 画 税 0.3/100 1,362,430 6.5 

合   計 ― 20,914,029 100.0 

  ※平成29年４月末日現在 

 ※各税目とも滞納繰越分を含む 

 

２ 市民税の負担状況 

区 分 

市 民 税 ( 個 人 ) 市民税（法人） 

人 口 世 帯 

税 額 （ 円 ） 

事業所数 
１事業所当たり 

税 額 (円 ) 
人口１人当たり １世帯当たり 

27年度 177,102 94,284 39,741 74,649 4,779 431,529 

28年度 175,210 94,443 40,483 75,104 4,573 453,396 

29年度 173,223 94,406 42,594 78,155 4,571 392,281 

 ※人口・世帯数は前年度末数値 

 ※税額は、27年度は決算額、28年度は予算現額、29年度は当初予算額(各年度とも滞納繰越分を除く) 

 ※事業所数は、27年度は決算数値、28年度及び29年度は予算数値 

個 人 

法 人 



- 36 - 

３ 税目別決算額 

⑴ 平成26年度                                                                 (単位:千円・％) 

区           分 調定額(ァ) 決算額(ィ) 収入率(ィ÷ァ) 決算額構成比 

市           税 23,275,315 20,934,975 89.95 100.0 

  現 年 課 税 分          21,101,179 20,523,002 97.26 98.0 

   市   民    税 9,337,542 9,096,217 97.42 43.4 

     個  人  市  民 税 7,174,717 6,944,072 96.79 33.1 

       普  通  徴  収 1,773,045 1,546,941 87.25 7.4 

     

  

給 与 特 徴  5,069,277 5,064,520 99.91 24.2 

   年 金 特 徴 332,395 332,611 100.07 1.5 

     法 人 市  民 税 2,162,825 2,152,145 99.51 10.3 

    固  定  資  産  税 8,141,300 7,853,778 96.47 37.6 

     純 固 定 資 産 税 8,011,707 7,724,185 96.41 37.0 

       土      地 1,899,749 1,833,469 96.51 8.8 

       家      屋 4,641,058 4,471,135 96.34 21.4 

       償  却  資  産 1,470,900 1,419,581 96.51 6.8 

     交   付   金 129,593 129,593 100.00 0.6 

    軽 自 動 車 税 286,928 278,548 97.08 1.3 

    市 た ば こ 税 1,794,272 1,794,272 100.00 8.6 

    鉱 産 税 30,015 30,015 100.00 0.1 

    入 湯 税 108,085 108,086 100.00 0.5 

    都 市 計 画 税 1,403,037 1,362,086 97.08 6.5 

     土      地 476,693 460,062 96.51 2.2 

     家      屋 926,344 902,024 97.37 4.3 

  滞 納 繰 越 分 2,174,136 411,973 18.95 2.0 

    市 民 税 807,616 216,774 26.84 1.1 

      個 人 市 民 税 753,270 206,356 27.39 1.0 

      法 人 市 民 税 54,346 10,418 19.17 0.1 

    固 定 資 産 税 1,126,038 158,540 14.08 0.8 

      土 地 ・ 家 屋 1,034,517 140,103 13.54 0.7 

      償 却 資 産 91,521 18,437 20.15 0.1 

    軽 自 動 車 税 18,350 6,612 36.03 0.0 

  入 湯 税 ０ ０ 0.00 0.0 

    都 市 計 画 税 222,132 30,047 13.53 0.1 
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⑵ 平成27年度                                                                 (単位:千円・％) 

区           分 調定額(ァ) 決算額(ィ) 収入率(ィ÷ァ) 決算額構成比 

市           税 22,871,141 20,717,115 90.58 100.0 

  現 年 課 税 分          20,844,149 20,322,184 97.50 98.2 

   市   民    税 9,323,233 9,100,514 97.61 44.0 

     個  人  市  民 税 7,245,667 7,038,237 97.14 34.0 

       普  通  徴  収 1,742,753 1,538,732 88.29 7.4 

     

  

給 与 特 徴  5,192,287 5,188,565 99.93 25.1 

   年 金 特 徴 310,627 310,940 100.10 1.5 

     法 人 市  民 税 2,077,566 2,062,277 99.26 10.0 

    固  定  資  産  税 7,937,350 7,688,739 96.87 37.1 

     純 固 定 資 産 税 7,820,949 7,572,338 96.82 36.6 

       土      地 1,784,485 1,727,760 96.82 8.4 

       家      屋 4,489,671 4,346,954 96.82 21.0 

       償  却  資  産 1,546,793 1,497,624 96.82 7.2 

     交   付   金 116,401 116,401 100.00 0.5 

    軽 自 動 車 税 294,003 286,095 97.31 1.4 

    市 た ば こ 税 1,769,319 1,769,319 100.00 8.5 

    鉱 産 税 20,093 20,093 100.00 0.1 

    入 湯 税 156,034 156,034 100.00 0.8 

    都 市 計 画 税 1,344,117 1,301,390 96.82 6.3 

     土      地 445,799 431,628 96.82 2.1 

     家      屋 898,318 869,762 96.82 4.2 

  滞 納 繰 越 分 2,026,992 394,931 19.48 1.8 

    市 民 税 749,545 202,493 27.02 0.9 

      個 人 市 民 税 705,129 193,424 27.43 0.8 

      法 人 市 民 税 44,416 9,069 20.42 0.1 

    固 定 資 産 税 1,057,173 156,584 14.81 0.8 

      土 地 ・ 家 屋 941,139 134,331 14.27 0.7 

      償 却 資 産 116,034 22,253 19.18 0.1 

    軽 自 動 車 税 18,186 7,045 38.74 0.0 

  入 湯 税 ０ ０ 0.00 0.0 

    都 市 計 画 税 202,088 28,809 14.26 0.1 
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４ 市税の種類 

 ⑴ 市民税 

  ア 個人市民税 

   (ｱ) 均等割……その年の１月１日現在、市内に住所を有する人及び市内に住所を有しないが市内に事 

          務所や家屋敷等を有する人にかかる。 

          税率 年額 3,500円 

   (ｲ) 所得割……その年の１月１日現在、市内に住所を有する人で前年中に所得のあった人にかかる。 

          ただし、退職金等の退職所得については収入のあった年にかかる。 

          税額の計算(一般例) 

          {(収入金額－必要経費)－所得控除額}×税率(６％)＝所得割額 

          ※{ }＝課税所得金額 

  イ 法人市民税 

   (ｱ) 均等割……次の法人等にかかる。 

    ａ 市内に事務所・事業所を有する法人 

    ｂ 市内に寮等を有する法人で､市内に事務所・事業所を有しないもの 

    ｃ 市内に事務所・事業所・寮等を有する法人でない社団・財団で、代表者または管理人の定めの 

      あるもの 

税  率 

法  人  等  の  区  分 税率 

⑴ 次に掲げる法人 

 ア 法人税法第２条第５号の公共法人及び地方税法第294条第７項に規定 

  する公益法人等のうち、地方税法第296条第１項の規定により均等割を 

  課することができないもの以外のもの(法人税法別表第２に規定する独 

  立行政法人で収益事業を行うものを除く。) 

 イ 人格のない社団等 

 ウ 一般社団法人(非営利型法人に該当するもの除く。)及び一般財団法人 

  (非営利型法人に該当するものを除く。) 

 エ 保険業法に規定する相互会社以外の法人で資本金の額又は出資金の額  

  を有しないもの 

 オ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が 1,000万円以下であるも 

  ののうち、市内に有する事務所、事業所又は寮等の従業者数が50人以下 

  のもの 

年額  60,000円 

⑵ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が 1,000万円以下であるもの  

 のうち、従業者数が50人を超えるもの 
年額  144,000円 

⑶ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が 1,000万円を超え１億円以 

 下であるもののうち、従業者数が50人以下であるもの  
年額  156,000円 

⑷ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が 1,000万円を超え１億円以  

 下であるもののうち、従業者数が50人を超えるもの  
年額  180,000円 

⑸ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１億円を超え10億円以下で 

 あるもののうち、従業者数が50人以下であるもの  
年額  192,000円 

⑹ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が１億円を超え10億円以下で 

 あるもののうち、従業者数が50人を超えるもの 
年額  480,000円 

⑺ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が10億円を超えるもののうち、 

 従業者数が50人以下であるもの  
年額  492,000円 

⑻ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が10億円を超え50億円以下で 

 あるもののうち、従業者数が50人を超えるもの  
年額 2,100,000円 

⑼ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額が50億円を超えるもののうち、 

 従業者数が50人を超えるもの  
年額 3,600,000円 

(ｲ) 法人税割………市内に事務所または事業所を有する法人にかかる。 

税額の計算…課税標準となる法人税額×税率(12.1％)＝法人税割額 
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 ⑵ 固定資産税 

  ア 固定資産税 

    １月１日現在、市内に土地、家屋、償却資産を所有している人にかかる。 

   ただし、市の区域内に同一人が所有する土地､家屋､償却資産の各々の課税標準額の合計額が次の金額  

   に満たない場合には、固定資産税はかからない。 

 土  地 家  屋 償却資産 

免税点 30万円 20万円 150万円 

     税額の計算 

      課税標準額×税率(1.4％)＝固定資産税額 

イ 国有資産等所在市町村交付金 

    国または地方公共団体の所有する固定資産に対する交付金 

     交付金額の計算 

      算定標準額×税率(1.4％)＝交付金額 

⑶ 軽自動車税 

原動機付自転車､軽自動車､小型特殊自動車及び二輪小型自動車の所有者または使用者にかかる。 

税率（年額） 

種        別 税  率 

原動機付自転車 

50 cc以 下 2,000円 

9 0 cc以 下 2,000円 

125cc以下 2,400円 

ミ ニ カ ー 3,700円 

小型特殊自動車 
農耕作業用 2,000円 

そ の 他 5,900円 

軽自動車 
二   輪 3,600円 

もっぱら雪上を走行するもの 3,000円 

二輪の小型自動車 6,000円 

 

種      別 
税     率 

重課税率 旧標準税率 新標準税率 軽課(a) ※ 軽課(b) ※ 軽課(c) ※ 

（初度検査年月） H16.３.31以前 
H16.４.１～

H27.３.31 
H27.４.１以後 H28.４.１～H29.３.31 

軽

自

動

車 

三    輪 4,600円 3,100円 3,900円 1,000円 2,000円 3,000円 

四 

輪 

乗

用 

自家用 12,900円 7,200円 10,800円 2,700円 5,400円 8,100円 

営業用 8,200円 5,500円 6,900円 1,800円 3,500円 5,200円 

貨

物 

自家用 6,000円 4,000円 5,000円 1,300円 2,500円 3,800円 

営業用 4,500円 3,000円 3,800円 1,000円 1,900円 2,900円 

※ 平成28年４月１日から平成29年３月31日までに取得した新車であって、一定の低排出基準と燃費基

準を満たす車両は、平成29年度に限り燃費性能に応じた税率が適用される。 

⑷ 市たばこ税 

日本たばこ産業等が市内の小売業者に売り渡すたばこにかかる。 

税額 

 1,000本につき5,262円(旧３級品は3,355円) 

⑸ 鉱産税 

鉱物の掘採事業に対して、その鉱業者にかかる。 

税額の計算 

 課税標準額×税率(１％)＝鉱産税額 

 ただし、１月当たりに掘採される鉱物価格が200万円以下の場合、税率は0.7％。 
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⑹ 入湯税 

鉱泉浴場の入湯客にかかる。 

税  率 

入  湯  客  の  区  分 税 率 

⑴ 一般の宿泊者（下記⑵に掲げる者を除く。）１人１泊 250円 

⑵ 国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテル・旅館以外の一般の宿泊者１人１泊 150円 

⑶ 一般の日帰り者１人１日 90円 

⑷ 修学旅行の学生生徒で 10 人以上の団体で１人１泊 70円 

⑸ 修学旅行の学生生徒で 10 人以上の団体で日帰り者１人１日 40円 

⑺ 都市計画税 

都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用に充てるため、これらの事業によって利益を受ける市 

街化区域内に土地、家屋を所有している者にかかる目的税である。 

税額の計算 

  課税標準額×税率(0.3％)＝都市計画税額 


